
別紙  

要領-1 
 

○ 日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年 4 月 1 日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号生産局長・農村振興局長連名通知）一部改正新旧対照表          （下線部分は改正部分） 

改正後 現行 

第１ 趣旨 

      日本型直接支払推進交付金（以下「推進交付金」という。）の実施については、日本型直接支払推進

交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」と

いう。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによるものとする。 

 

第２ （略） 

 

第３ 事業の実施及び実績報告 

  １ 要綱第５の２の日本型直接支払推進交付金都道府県推進事業実施計画の様式は、様式第１号のとおり

とする。 

  ２ 要綱第５の３の日本型直接支払推進交付金市町村推進事業実施計画の様式は、様式第２号のとおりと

する。 

  ３ 要綱第５の４の日本型直接支払推進交付金推進組織推進事業実施計画の様式は、様式第３号のとおり

とする。 

  ４  要綱第 17 の実績報告の様式は、上記１から３までの様式と同様とする。 

  ５ （略） 

 

第４ 多面的機能支払交付金に係る推進事業 

  １ （略） 

  ２ 要綱第３の（１）の多面的機能支払交付金に係る推進事業の交付対象となる経費は、以下に掲げる経

費とする。 

  （略） 

 

第５ 中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業 

  １～４（略）  

  ５ 要綱別紙２の第１の４については、要綱第３の（２）の中山間交付金に係る推進事業の実施に必要な

現地指導、現地調査等とする。 

  ６ （略） 

  ７ 要綱別紙２の第２の６については、集落協定の広域化計画の策定、要綱第３の（２）の中山間交付金

に係る推進事業の実施に必要な現地指導及び現地調査等とする。 

  ８ 要綱別紙２の第３の３については、要綱第３の（２）の中山間交付金に係る推進事業の実施に必要な

現地指導及び現地調査等とする。 

  ９ 要綱第３の（２）の中山間交付金に係る推進事業の交付対象の経費は、以下に掲げる経費とする。 

  （略） 

 

第６ 環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業 

      要綱第３の（３）の環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業の交付対象となる経費は、以下に

掲げる経費とする。 

費目 細目 内容 

（略） 

 

（略） （略） 

（略） （ 略 ）  

諸謝金 

 

 

 

 

 

・活動に対する指導・助言及び手引きの作成等に要する外部

専門家等に対する謝礼に必要な経費 

・都道府県に設置された第三者委員会等の会議において助言

第１ 趣旨 

      日本型直接支払推進交付金（以下「推進交付金」という。）の実施については、日本型直接支払推進

交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」

という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによるものとする。 

 

第２ （略） 

 

第３ 事業の実施及び実績報告 

  １ 要綱第３の２の日本型直接支払推進交付金都道府県推進事業実施計画の様式は、様式第１号のとおり

とする。 

  ２ 要綱第３の３の日本型直接支払推進交付金市町村推進事業実施計画の様式は、様式第２号のとおりと

する。 

  ３ 要綱第３の４の日本型直接支払推進交付金推進組織推進事業実施計画の様式は、様式第３号のとおり

とする。 

  ４  要綱第５の実績報告の様式は、上記１から３までの様式と同様とする。 

  ５ （略） 

 

第４ 多面的機能支払交付金に係る推進事業 

  １ （略） 

  ２ 要綱第２の１の多面的機能支払交付金に係る推進事業の交付対象となる経費は、以下に掲げる経費と

する。 

  （略） 

 

第５ 中山間地域等直接支払交付金に係る推進事業 

  １～４（略）  

  ５ 要綱別紙２の第１の４については、要綱第２の２の中山間交付金に係る推進事業の実施に必要な現地

指導、現地調査等とする。 

  ６ （略） 

  ７ 要綱別紙２の第２の６については、集落協定の広域化計画の策定、要綱第２の２の中山間交付金に係

る推進事業の実施に必要な現地指導及び現地調査等とする。 

  ８ 要綱別紙２の第３の３については、要綱第２の２の中山間交付金に係る推進事業の実施に必要な現地

指導及び現地調査等とする。 

  ９ 要綱第２の２の中山間交付金に係る推進事業の交付対象の経費は、以下に掲げる経費とする。 

  （略）） 

 

第６ 環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業 

      要綱第２の３の環境保全型農業直接支払交付金に係る推進事業の交付対象となる経費は、以下に掲げ

る経費とする。 

費目 細目 内容 

（略） 

 

（略） （略） 

（略） （ 略 ）  

諸謝金 

 

 

 

 

 

・活動に対する指導・助言及び手引きの作成等に要する外部

専門家等に対する謝礼に必要な経費 

・都道府県に設置された第三者委員会等の会議において助言
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等を行う外部専門家への謝礼に必要な経費 

・温暖化防止効果検証に協力する農業者団体等に対する謝礼

に必要な経費（令和４年度に限る。） 

（略） （略） （略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

 

第７ （略） 

 

（別記１） 

第１ （略） 

 

第２ 

  （１）～（３）（略） 

 （４）支援事業実施主体は、別記１様式第３号に定める「事務支援組織の特定非営利法人化支援一覧表」

を作成し、要綱第 17 の規定による事業実績の報告と併せて、地方農政局長等に報告する。 

 

第３・第４（略） 

 

（別記１様式第１号）～（別記１様式第４号）（略） 

 

（別記２－１） 

○○規約（例） 

第１章～第６章 （略） 

 

第７章 

 

第 25 条～第 30 条 （略） 

 

（報告） 

第 31 条 

会長は、日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次

官依命通知。以下「要綱」という。）その他の規程の定めるところにより次の各号に掲げる書類を○○都

道府県知事に提出しなければならない｡ 

一～三 （略） 

 

第８章・第９章 （略） 

 

 

 

 

 

 

等を行う外部専門家への謝礼に必要な経費 

・電子申請の試行に協力する農業者団体等に対する謝礼に必

要な経費（令和３年度に限る。） 

（略） （略） （略） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

 

第７ （略） 

 

（別記１） 

第１ （略） 

 

第２ 

  （１）～（３）（略） 

 （４）支援事業実施主体は、別記１様式第３号に定める「事務支援組織の特定非営利法人化支援一覧表」

を作成し、要綱第５の規定による事業実績の報告と併せて、地方農政局長等に報告する。 

 

第３・第４（略）  

 

（別記１様式第１号）～（別記１様式第４号）（略） 

 

（別記２－１） 

○○規約（例） 

第１章～第６章 （略） 

 

第７章 

 

第 25 条～第 30 条 （略） 

 

（報告） 

第 31 条 

会長は、日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号。以下「要綱」

という。）その他の規程の定めるところにより次の各号に掲げる書類を○○都道府県知事に提出しなけれ

ばならない｡ 

一～三 （略） 

 

第８章・第９章 （略） 
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（別記２－２） 

○○推進組織事務処理規程（例） 

第１条～第３条 （略） 

 

（雑則） 

第４条 日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官

依命通知）、日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第

2219 号生産局長・農村振興局長通知）、○○推進組織規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の

実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

（別記２－３） 

○○推進組織会計処理規程（例） 

第１章 

第１条 （略） 

 

（適用範囲） 

第２条 推進組織の会計業務に関しては、日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け

３農振第 3021 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）、及び○○推進組織規約（以下

「推進組織規約」という｡）に定めるもののほか、この規程の定めるところによるものとする｡ 

 

第３条～第９条 （略） 

 

第２章～第６章 （略） 

 

第７章 

第 35 条 日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官

依命通知）、日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第

2219 号）、推進組織規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会

の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

（別紙２－４） 

○○推進組織文書取扱規程（例） 

第１条～第 23 条 （略） 

 

（雑則） 

第 24 条 日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官

依命通知）、日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第

2219 号）、推進組織規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会

の承認を得た後、会長が定める。 

 

（別記２－５） 

○○推進組織公印取扱規程（例） 

第１条～第 11 条 （略） 

 

 （雑則） 

第 12 条 日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官

依命通知）、日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第

（別記２－２） 

○○推進組織事務処理規程（例） 

第１条～第３条 （略） 

 

（雑則） 

第４条 日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号）、日本型直接支

払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号）、○○推進組織規

約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長

が定める｡ 

 

（別記２－３） 

○○推進組織会計処理規程（例） 

第１章 

第１条 （略） 

 

（適用範囲） 

第２条 推進組織の会計業務に関しては、日本型直接支払推進交付金交付要綱（平成 28 年４月１日付け

27 農振第 2218 号。以下「要綱」という。）、及び○○推進組織規約（以下「推進組織規約」という｡）

に定めるもののほか、この規程の定めるところによるものとする｡ 

 

第３条～第９条 （略） 

 

第２章～第６章 （略） 

 

第７章 

第 35 条 日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号）、日本型直接支

払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号）、推進組織規約及

びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定

める｡ 

 

（別紙２－４） 

○○推進組織文書取扱規程（例） 

第１条～第 23 条 （略） 

 

（雑則） 

第 24 条 日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号）、日本型直接支

払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号）、推進組織規約及

びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定

める。 

 

（別記２－５） 

○○推進組織公印取扱規程（例） 

第１条～第 11 条 （略） 

 

 （雑則） 

第 12 条 日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号）、日本型直接支

払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号）、○○推進組織規
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2219 号）、○○推進組織規約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹

事会の承認を得た後、会長が定める｡ 

 

（別記２－６） 

○○推進組織内部監査実施規程（例） 

第１条～第６条 （略） 

 

（雑則） 

第７条 日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官

依命通知）、日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第

2219 号）、○○推進組織規約及びこの規程に定めるもののほか、内部監査に必要な事項は、幹事会の承認

を得た後、会長が定める。 

 

（様式第１号） 

 

番   号 

年 月 日 

 

地方農政局長 

（北海道にあっては農村振興局長、 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長）  殿 

 

○○都道府県知事  

 

  ○○年度日本型直接支払推進交付金 

都道府県推進事業実施計画書（実績報告書）の提出（報告）について 

 

日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官依命通

知）第５の２（第 17 の６）の規定に基づき、下記関係書類を添えて提出（報告）する。 

 

（略） 

 

（別紙１－１）～（別紙１－３）（略） 

 

（様式第２号） 

番   号 

年 月 日 

 

都道府県知事  殿 

 

○○市町村長  

 

  ○○年度日本型直接支払推進交付金 

市町村推進事業実施計画書（実績報告書）の提出（報告）について 

約及びこの規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長

が定める｡ 

 

（別記２－６） 

○○推進組織内部監査実施規程（例） 

第１条～第６条 （略） 

 

（雑則） 

第７条 日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号）、日本型直接支

払推進交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号）、○○推進組織規

約及びこの規程に定めるもののほか、内部監査に必要な事項は、幹事会の承認を得た後、会長が定める。 

 

 

（様式第１号） 

 

番   号 

年 月 日 

 

地方農政局長 

（北海道にあっては農村振興局長、 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長）  殿 

 

○○都道府県知事  

 

  ○○年度日本型直接支払推進交付金 

都道府県推進事業実施計画書（実績報告書）の提出（報告）について 

 

日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号農林水産事務次官依命通

知）第３の２（第５の１）の規定に基づき、下記関係書類を添えて提出（報告）する。 

 

（略） 

 

（別紙１－１）～（別紙１－３）（略） 

 

（様式第２号） 

番   号 

年 月 日 

 

都道府県知事  殿 

 

○○市町村長  

 

  ○○年度日本型直接支払推進交付金 

市町村推進事業実施計画書（実績報告書）の提出（報告）について 
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  附 則 

１ この通知は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の日本型直接支払推進交付金実施要領（平成 28 年 4 月 1 日付け 27 生産第 2855 号・27 農振第 2219 号生産局長・農村振興局長連名通知）の規定に基づき交付した中山間地域等直接支払推進交

付金の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。 

 

 

日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官依命通

知）第５の３（第 17 の７）の規定に基づき、下記関係書類を添えて提出（報告）する。 

 

（略） 

 

（別紙２－１）～（別紙２－３）（略） 

 

（様式第３号） 

番   号 

年 月 日 

 

都道府県知事  殿 

 

○○推進組織長  

 

  ○○年度日本型直接支払推進交付金 

推進組織推進事業実施計画書（実績報告書）の提出（報告）について 

 

日本型直接支払推進交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農振第 3021 号農林水産事務次官依命通

知）第５の４（第 17 の６）の規定に基づき、下記関係書類を添えて提出（報告）する。 

 

（略） 

 

（別紙３－１）～（別紙３－３）（略） 

 

（様式第４号）（略） 

 

 

日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号農林水産事務次官依命通

知）第３の３（第５の２）の規定に基づき、下記関係書類を添えて提出（報告）する。 

 

（略） 

 

（別紙２－１）～（別紙２－３）（略） 

 

（様式第３号） 

番   号 

年 月 日 

 

都道府県知事  殿 

 

○○推進組織長  

 

  ○○年度日本型直接支払推進交付金 

推進組織推進事業実施計画書（実績報告書）の提出（報告）について 

 

日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2218 号農林水産事務次官依命通

知）第３の４（第５の２）の規定に基づき、下記関係書類を添えて提出（報告）する。 

 

（略） 

 

（別紙３－１）～（別紙３－３）（略） 

 

（様式第４号）（略） 
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